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ハンガリー共和国憲法（1949年第20号法律・1989年第31号法律／1989年10月18

日ハンガリー国会採択，10月23日施行，2001年1月31日現在）［翻訳］

ハンガリー共和国憲法（1）

　複数政党制，議会民主制および社会的市場経済を実現する法治国家への平和な政治

的移行に寄与する目的をもって，国会は，わが国に新しい憲法が制定されるまでの

間，ハンガリー国憲法典を以下の通り定める。（2）

第1章（3）一般条項

第1条（3）

　ハンガリー国は，共和制である。

第2条（3）

　（1）　（4）ハンガリー共和国は，独立した

民主的法治国家である。

（2）　ハンガリー共和国におけるすべて

の権力は人民に属し，人民はその主権

　を直接または選挙された代表を通じて
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　　行使する。

　（3）　いかなる社会団体，国家機関また

　　は市民の活動も，公権力の暴力による

　　獲得やその行使，またはそのような権

　　力の排他的保持へと向けられることは

　　できない。何人も，そのような活動に

　　対しては，適法に抵抗する権利および

　　義務を有する。

第3条（3）

　（1）　ハンガリー共和国において，政党

　　は，憲法および憲法に従って制定され

　　た法律を尊重する限り，自由に設立さ

　　れ活動することができる。

　（2）　政党は，民意の形成および表明に

　　寄与する。

　（3）　政党は，公権力を直接行使するこ

　　とはできない。従って，いかなる政党

　　も国家機関を指揮することはできな

　　い。政党および公権力の分離を確保す

　　るために，法律は，政党構成員または

　　その役員が就任することのできない公

　　務およびその活動を定める。

第4条（3）

　労働組合およびその他の利益団体は，被

雇用者，協同組合員および企業家の利益を

保護し代表する。

第5条（3）

　ハンガリー共和国は，人民の自由および

権力，国家の独立および領土の保全，なら

びに条約において確定された国境を防衛す

る。

第6条（3）

　（1）　ハンガリー共和国は，国際紛争を

　解決する手段としての戦争を放棄し，

　　他の国家の独立または領土の保全に対

　　する武力の行使および武力による威嚇

　　は行わない。

　（2）　ハンガリー共和国は，世界のあら

　　ゆる人民および国家との協調に努め

　　る。

　（3）　ハンガリー共和国は，国外に居住

　　するハンガリー人の運命に対する責任

　　を負い，ハンガリーとの関係の保全に

　　努める。

第7条（3）

　（1）　ハンガリー共和国の法制は，一般

　　的に承認された国際法原則を受容し，

　　わが国が承認した国際法的義務と国内

　　法との調和を図る。

　（2）（，》立法手続は法律で規定され，そ

　　の可決のためには，出席する国会議員

　　の3分の2の多数による議決を必要と

　　する。

第8条3）

　（1）　ハンガリー共和国は，不可侵かつ

　　不可譲の基本的人権を承認する。これ

　　らの権利の尊重および保護は，国家の

　　最も基本的な義務である。

　（2）（6）ハンガリー共和国において，基本

　　的人権および義務に関わる規則は，法

　　律で定める。但し，その法律は，基本

　権の本質的内容を制限することはでき

　　ない。

　（3）（7）［削除］

　（4〉（、）非常事態，緊急事態および危険状

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

1949年8月20日公布。1989年法律31号38条1項により表題改正。

1989年法律31号1条により制定。1989年10月23日施行。

1989年法律31号2条により制定。1989年10月23日施行。

1990年法律40号1条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号2条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号3条1項により制定。1990年6月25日施行。
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　　態にある間，基本的人権の行使は，第

　　54条ないし第56条，第57条第2項ない

　　し第4項，第60条，第66条ないし第69

　　条および第70／E条に定める基本的人

　　権を除いては，停止または制限される

　　ことができる。

第9条（9）

　（1）　ハンガリー経済は，市場経済であ

　　り，公的および私的所有は，平等な配

　　慮を受け，法律の下に保護される。

　（2）　ハンガリー共和国は，起業の権利

　　および経済における競争の自由を承認

　　し擁護する。

第10条（3）

　（1）　ハンガリー国家の所有物は，国民

　　の財産とみなされる。

　（2）（1。）国家の独占的領域とみなされる所

　　有および経済活動の領域は，法律で定

　　める。

第11条（11）

　国家により所有される企業および経済組

織は，法律の定める方法および責任に従っ

て事業を遂行する。

第12条（12）

　（1）　国家は， 自発的連合に基づく協同

　組合を擁護し，その自治を承認する。

　（2）　国家は，地方自治体の財産を尊重

　　する。

第13条

　（1）（13）ハンガリー共和国は，財産権を保

　　障する。

　（2）（14）収用は，公益に合致し，かつ法律

　　の定める場合および方法に合致し，完

　　全で無条件，即時の補償を伴うときに

　　のみ，例外的に許容される。

第14条（3）

　憲法は，相続権を保障する。

第15条（3）

　ハンガリー共和国は，婚姻制度および家

族制度を保護する。

第16条（3）

　ハンガリー共和国は，青年の生活保護，

教育および訓育を確保するため特別の配慮

に努め，また青年の利益を保護する。

第17条（3）

　ハンガリー共和国は，広範な社会的措置

を通じて困窮者への配慮を行う。

第18条（3）

　ハンガリー共和国は，健康的環境に対す

るすべての者の権利を承認しかつ実現す
る。

（7〉

（8）

（9）

（10）

（11）

（12）

（13）

（14）

1990年法律40号51条1項により削除。1990年6月25日削除。

1990年法律40号3条2項により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号4条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号5条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号6条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号7条1項により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号7条2項により挿入。1990年6月25日施行。

1989年法律31号2条により制定。1990年法律40号7条2項により番号改正。
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第2章　国　　会（15）

第19条

　（1）　（16）国会は，ハンガリー共和国にお

　　ける国権の最高機関であり，最高の人

　民代表機関である。

　（2）　（17）人民主権に基づく諸権限を行使

　する際に，国会は，社会の憲法秩序を

　保障し，政府の組織，方針および諸条

　件について定める。

　（3）（18）右の権限の範囲で，国会は，

　　（a）ハンガリー共和国憲法を採択す

　　　　る。

　　（b）（lg）法律を定める。

　　（c）国の社会経済計画を決定する。

　　（d）国家財政の均衡を図り，国家予

　　　　算およびその執行を承認する。

　　（e）政府プログラムについて決定す

　　　　る。

　　（f）ハンガリー共和国の外交上特に

　　　　重要な条約を締結する。

　　（g）戦争状態の宣言および講和の締

　　　　結に関する問題について決定す

　　　　る。

　　（h）戦争状態または外国の軍隊によ

　　　　る武力攻撃の差し迫った脅威

　　　　（戦争の危機）にある場合，非常

　　　　事態を宣言し，国防評議会を設

　　　　置する。

　　（i）憲法秩序の転覆または公権力の

　　排他的支配を目的とした武力行

　　為，市民の生命および財産を大

　　規模に侵害する武力の下に行わ

　　れた暴力行為ならびに自然災害

　　または産業事故に際し，緊急事

　　態を宣言する。

（j）（2。）憲法に定められた例外を除き，

　　国外および国内での軍隊の使用，

　　ハンガリーにおけるまたはハン

　　ガリー領土から他国への外国軍

　　の展開，平和維持活動への軍隊

　　の参加，外国の戦域における人

　　道的活動ならびに国外における

　　軍隊の駐留またはハンガリーに

　　おける外国軍の駐留について決

　　定する。

（k）（21）共和国大統領，首相，憲法裁

　　判所裁判官，国会オンブズパー

　　ソン，会計検査院の院長および

　　副院長，最高裁判所長官および

　　検事総長を選出する。

（1）（22）憲法裁判所に意見を求めた後

　　に提出された政府の提案に基づ

　　き，違憲とされた行為を行った

　　地方議会を解散し，県の領域，

　　名称および県庁所在地，県と同

　　等の権限を有する都市の宣言な

　　らびに首都の区の設置について

（15）

（16）

（17〉

（18）

（19）

（20）

（21）

（22）

1989年法律31号3条により制定。1989年10月23日施行。

1989年法律31号38条1項により改正。

1989年法律31号4条1項により制定。1989年10月23日施行。

1989年法律31号4条2項により制定。1989年10月23日施行。

1990年法律40号8条1項により制定。1990年6月25日施行。

2000年法律91号1節1項により制定。2000年6月27日施行。

1994年法律73号1条1項により制定。1994年12月5日施行。

1990年法律63号1条により制定。1990年8月9日施行。
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　　　　決定する。

　　（m）恩赦を行う。

　（4）（，3）前項（g），（h）および（i）に定

　　められた決定を行うには，国会議員の

　　3分の2の多数による議決を必要とす

　　る。

　（5）　　（24）［肖り除］

　（6）（25）第3項（j）に定められた決定を

　行うには，出席する国会議員の3分の

　　2の多数による議決を必要とする。

第191A条（26）

　（1）　国会が以下の決定を行う際にその

　議事を妨げられた場合，共和国大統領

　　は，戦争状態の宣言，非常事態の発令

　　および国防評議会の設置を行い，また

　　は緊急事態の宣言を行う権限を有す

　　る。

　（2）　国会が会期外にあり，国会の招集

　が時間の欠如または戦争状態，非常事

　態もしくは緊急事態の宣言を惹起せし

　　める事態により不可能な場合，国会

　　は，右の決定を行う際にその議事が妨

　　げられたものとみなされる。

　（3）　（27）国会議長，憲法裁判所長官およ

　　び首相は，共同で，議事を妨げられて

　　いるか否かの事実および戦争状態の宣

　言，非常事態または緊急事態の発令の

　正当性について決定を下す。

　（4）　妨害が終了した後の最初の会議に

　　おいて，国会は，戦争状態，非常事態

　　または緊急事態の宣言の正当性につい

て審査し，実施された措置の適法性に

ついて判断する。この決定を行うに

は，国会議員の3分の2の多数による

議決を必要とする。

第19／B条（26）

　（1）　（，8》非常事態の間，国防評議会は，

　次の決定を行う。

　　（a）国外および国内における軍隊の

　　　　使用，平和維持活動への軍隊の

　　　　参加，外国の戦域における人道

　　　　的活動および国外における軍隊

　　　　の駐留について。

　　（b）ハンガリーにおけるまたはハン

　　　　ガリー領土から他国への外国軍

　　　　の展開およびハンガリーにおけ

　　　　る外国軍の駐留について。

　　（c）特別法において定められた緊急

　　　　措置の実施について。

（2）　（、g）国防評議会は，共和国大統領を

議長とし，次の人員から構成される。

　国会議長，国会に代表を有する政党の

　院内会派の長，首相，大臣ならびにハ

　ンガリー軍司令官および参謀総長。

（3）　国防評議会は，次の行為を行う。

　（a）国会により国防評議会に委ねら

　　　れた権限。

　（b）共和国大統領の権限。

　（C）（3。）政府の権限。

（4）　国防評議会は，個々の法律の適用

　を停止し，または法律の規定と異なる

命令を発し，さらに，その他の非常措

（23）

（24）

（25）

（26）

（27）

（28）

（29）

（30）

2000年法律91号1節2項により制定。2000年6月27日施行。

1997年法律59号14節1款により削除。1997年7月30日削除。

2000年法律91号1節3項により制定。2000年6月27日施行。

1989年法律31号5条により挿入。1989年10月23日施行。

1990年法律29号4条2項により改正。

2000年法律91号2節により制定。2000年6月27日施行。

1990年40号9条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号51条2項により改正。
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置をとることができる。但し，憲法のべき細目の規定を定めた法律を定めるに

適用を停止してはならない。　　　　　は，出席する国会議員の3分の2の多数に

（5）　国防評議会の命令は，国会がその　よる議決を必要とする。

効力を延長しない限り，非常事態の終　第19／E条（33）

了に基づきその効力を失う。　　　　　　（1）（・・）ハンガリー領土が外国の武装グ

（6）　憲法裁判所の活動は，非常事態の　　　ループによる予期せぬ攻撃に見舞われ

　　間も制限されてはならない。

第19／C条（26）

　（1）　（31）国会が緊急事態の宣言を行うこ

　　とを妨げられている場合，共和国大統

　領は，第40／B条第2項に基づく軍隊

　の使用について決定する。

　（2）　緊急事態の間，共和国大統領は，

　命令を通じて特別法において定められ

　　た非常措置をとる。

　（3）　共和国大統領は，国会議長に対し

　て導入された非常措置について直ちに

　報告する。緊急事態の間，国会は，ま

　　たは国会がその議事を妨げられている

　場合国会の国防委員会が，継続的に開

　催される。国会または国会の国防委員

　会は，共和国大統領により導入された

　非常措置の適用を停止することができ

　　る。

　（4）　命令により導入された非常措置

　　は，国会または国会がその議事を妨げ

　　られている場合，国会の国防委員会が

　その効力を延長しない限り，30日問の

　効力を有する。

　（5）　その他，緊急事態に対し，非常事

　態に関する規則が，適用される。
第19！D条（32）

　非常事態および緊急事態の間適用される

　　た場合，政府は，政府および共和国大

　統領によって承認された防衛計画に基

　づき，攻撃に比例しかつそのために準

　備された軍隊により，緊急事態または

　非常事態の宣言について決定がされる

　　まで，攻撃を防ぎ，憲法秩序ならびに

　市民の生命および財産の安全ならびに

　公共の秩序および公共の安全を保護す

　　るためにハンガリー軍および同盟軍の

　待機中の航空部隊および防空軍により

　国の領土を保護するための措置を直ち

　　にとる義務を負う。

　（2）　政府は，前項に基づいてとられた

　措置について，直ちに国会および共和

　国大統領に対して更なる措置をとるた

　めに報告する。

　（3）　政府の即時の措置に適用される規

　則を定めた法律を定めるには，出席す

　　る国会議員の3分の2の多数による議

　決を必要とする。
第20条（35）

　（1）　（36）国会議員の総選挙は，国会の解

　散宣言によりまたは国会が解散された

　　ことにより行われる選挙を除き，前国

　会の選挙から4年目の4月または5月に

　行われる。

　（2）　国会議員は，公共の利益のために

（31）

（32）

（33）

（34）

（35）

（36）

2000年法律91号3項により制定。2000年6月27日施行。

1990年法律40号10条により制定。1990年6月25日施行。

1993年法律107号1条により挿入。1994年1月1日施行。

2000年法律41号4節により制定。2000年6月27日施行。

1989年法律31号6条により制定。1989年10月23日1項施行。

1997年法律98号1節により制定。1997年10月31日施行。
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　その職務を行使する。

　（3）　（，，）国会議員に，国会議員の法的地

　位を定めた法律の規定に従い，議員特

　権が付与される。

　（4）　（38）国会議員に，その独立を保障す

　　る歳費，所定の特典および経費補償が

　付与される。歳費および経費補償の額

　　ならびに特典の範囲に関する法律を定

　めるには，出席する国会議員の3分の

　　2の多数による議決を必要とする。

　（5）　（3g）国会議員は，共和国大統領，憲

　法裁判所裁判官，市民の権利に関する

　　オンブズパーソン，会計検査院の院

　長，副院長および検査官，裁判官，検

　察官，政府閣僚および政務次官を除く

　国家行政機関の職員または軍隊，警察

　　もしくは治安機関の職業的構成員とな

　　ることができない。職務の両立しない

　その他の場合は，法律で定める。

　（6）　（・・）国会議員の法的地位に関する法

　律を定めるには，出席する国会議員の

　　3分の2の多数による議決を必要とす

　　る。

第20！A条（41）

　（1）　国会議員への委任は，以下の事由

　　により終了する。

　　（a）国会の任期の満了。

　　（b）国会議員の死亡。

　　（c）兼職禁止の宣言。

　（d）辞職。

　（e）選挙権の喪失。

（2）　（42）国会が兼職禁止に当たると決定

するためには，出席する国会議員の3

分の2の多数による議決を必要とす

　る。

（3）　国会議員は，国会に対し辞意を表

　明することにより，辞職することがで

　きる。辞職の有効性については，国会

　の同意の表明を必要としない。

第21条

　（1）　（43》国会は，議員の中から国会議長，

　副議長および書記を選出する。

　（2）　国会は，議員から構成される常任

　委員会を設置し，いかなる問題をも調

　査するために委員会を設けることがで

　　きる。

　（3）　（ω何人も，国会の委員会により要

　求された報告を提出し，またはその委

　員会において証言をする義務を負う。
第22条（菊）

　（1）　（46〉国会は，毎年2回常会を行う。

　毎年，2月1日から6月15日までおよ
　　び9月1日から12月15日までとする。

　（2）　国会を開会する会議は，共和国大

　統領により選挙後1ヶ月以内に招集さ

　　れる。その他の場合，国会議長が，国

　会の会期および会期内における個々の

　会議を招集する。

（37）

（38）

（39）

（40）

（41）

（42）

（43）

（44）

（45）

（46）

1990年法律54号1条により制定。1990年7月27日施行。

1990年法律40号11条1項により改正。

1990年法律40号11条2項および51条2項により改正。

1990年法律40号11条3項により制定，1990年7月25日施行。

1989年法律31号7条により挿入。1989年10月23日1項施行。

1997年法律59号1節により制定。1997年7月30日施行。

1990年法律40号12条により制定。1990年6月25日施行。

1989年法律1号3条により制定および番号改正。1989年10月23日施行。

1989年法律31号8条により制定。

1990年法律40号13条により制定。1990年6月25日施行。
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（3）　（、。）共和国大統領，政府または国会

　の5分の1の議員の書面による申立に

基づき，国会の臨時会が招集される。

　申立には，招集の理由ならびに招集日

時および議題が示されていなければな

　らない。

（4）　共和国大統領は，国会を各会期に

つき1度に限り，30日を超えない範囲

で休会とすることができる。

（5）　休会の間，国会議長は，国会の5

分の1の議員の書面による申立に基づ

　き，国会を申立の受領後8日以内に招

集する義務を負う。

第23条（47｝

　国会の会議は，公開とする。共和国大統

領，政府または国会議員の申立に基づき，

議員の3分の2の同意を得て，国会は，秘

密会を開くことを決定することができる。

第24条

　（1）　姻国会は，議員の半数以上の出席

　　をもって成立する。

　（2）　（、8）国会は，出席する国会議員の過

　半数により議決を行う。

　（3）（、91憲法を改正し，憲法の中で定め

　　られた特別の決定を行うには，国会議

　員の3分の2の多数による議決を必要
　　とする。

　（4）　（4g）国会は，出席する国会議員の3

　分の2の多数によって定められた議院

　規則において，議事規則および審議手

　続を定める。
　（5）　〔、。1［削除］

第25条（5、）

　（1）　（3ω法律は，共和国大統領，政府，

　国会の各委員会および各国会議員が，

　　これを発議する。

　（2）　立法権は，国会に属する。

　（3）　国会により採択された法案は，国

　会議長がこれに署名し，その後共和国

　大統領に送付する。
第26条（52）

　（1）　法律の公布は，共和国大統領が，

　法案の受領後15日以内に，および国会

　議長による緊急の申立に基づく場合に

　　は5日以内にこれを行う。共和国大統

　領は，公布のために送付された法案に

　署名する。法律は，官報に公表されな

　　ければならない。

　（2）　共和国大統領が法案またはそのい

　ずれかの条項に同意しない場合，共和

　　国大統領は，署名に先立ち前項に定め

　　る期間内で，再考を求める自己の見解

　　を付し，その法案を国会に差し戻すこ

　とができる。

（3）　国会は，法案を改めて審議し，そ

　の採択について再度決定する。共和国

大統領は，その後国会議長により送付

　された法案に署名し，5日以内に公布

　しなければならない。

（4）　共和国大統領が法案のいずれかの

条項につき違憲と認める場合，共和国

（47）　1989年法律31号9条により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号51条2項に

　より改正。

（48）1989年法律31号10条により制定。1989年10月23日施行。

（49）　1990年法律40号14条により制定。1990年6月25日施行。

（50）　1995年法律44号2節により削除。1998年6月18日削除（1994年に選出された国会の任

　期の満了）。

（51）　1989年法律31号11条により制定。

（52）1989年法律31号12条により制定。1989年10月23日施行。
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　大統領は，署名に先立ち第1項に定め

　　る期問内で，憲法裁判所に見解を求め

　　てその法案を送付するものとする。

　（5）　憲法裁判所が特別の手続において

　違憲とした場合，共和国大統領は，国

　会にその法案を差し戻し，その他の場

　合，共和国大統領はその法案に署名し

　　5日以内に公布する義務を負う。

　（6）　（53）共和国大統領は，国民投票に付

　　された法案に，それが国民投票により

　承認された場合，署名する。
第27条（馴）

　国会議員は，市民の権利に関する国会オ

ンブズパーソンおよび民族的エスニック的

少数者に関する国会オンブズパーソン，会

計検査院院長およびハンガリー国民銀行総

裁，または政府もしくは政府の個々の閣僚

ならびに検事総長に対し，国会議員の職務

領域に属するあらゆる事項について質問状

を提出し，または質問をすることができ
る。

第28条（55）

　（1）　国会の任期は，開会会議とともに

　始まる。

　（2）　国会は，その任期の満了前に解散

　　を宣言することができる。

　（3）　（56）共和国大統領は，選挙の告示を

　伴い次の場合に，国会を解散すること

　ができる。

　　（a）国会が，同一の任期の12ヶ月の

間に4回以上政府に対して不信任

案を可決した場合。または，

　（b）政府の任期が終了し，共和国大

　　　統領によって提案された首相候

　　　補者が最初の候補者の提案後40

　　　日以内に国会によって選出され

　　　ない場合。

（4）　（，）［削除］

（5）　（5，）国会を解散する前に，共和国大

統領は，首相，国会議長および国会に

代表を有する政党の会派の長に意見を

求めなければならない。

（6）　（58）国会の自己解散または解散の後

　3ヶ月以内に，新たな国会が選出され

　なければならない。

（7）　（5g）国会は，新たな国会の開会会議

　まで活動を続ける。

第28／A条（6。）

　（1）　非常事態または緊急事態において，

　国会は解散を宣言してはならず，また

　解散されることができない。

　（2）　国会の任期が非常事態または緊急

　事態の間に満了する場合，その任期

　は，非常事態または緊急事態の終了ま

　で延長する。

　（3）解散しまたは解散された国会を，

　共和国大統領は，戦争状態または戦争

　の危機が生じた場合，再び招集するこ

　　とができる。任期の延長は，国会自ら

　がこれを決定する。

（53）

（54）

（55）

（56）

（57）

（58）

（59）

（60）

1997年法律59号2節により制定。1997年7月30日施行。

1990年法律40号15条により制定。1990年6月25日施行・

1989年法律31号14条制定。1989年10月23日施行・

1990年法律40号16条1項により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号16条2項により制定。1990年6月25施行。

1997年法律98号2節により制定。1997年10月31日施行。

1997年法律98号2節により制定。1997年10月31日施行。

1989年法律31号15条により挿入。1989年10月23日施行。
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第28／B条（61）

　（1）　国民投票または人民発案に関する

　事項は，国会の管轄とする。

　（2）　国会が国民投票および人民発案に

　関する法律を定めるには，出席する国

　会議員の3分の2の多数による議決を

　必要とする。
第28／C条（61）

　（1）　決定を行い，または意見を表明す

　　るために，国民投票を行うことができ

　　る。国民投票は，義務として，または

　事案を審議した結果として行うことが

　できる。

　（2）　国民投票は，少なくとも200，000人

　の選挙人による発議を必要とする。

　（3）　義務による国民投票の場合，成立

　　した国民投票の結果は，国会を拘束す

　　る。

　（4）　国会は，審議の上，共和国大統領，

　政府，国会の3分の1の議員または
　100，000人の選挙人による発議に基づ

　　き，国民投票を命ずることができる。

　（5）　国民投票は，次の議題について行

　　ってはならない。

　　（c）国民投票および人民発案に関す

　　　　る憲法条項。

　　（d）国会の管轄に属する人事上およ

　　　　び組織上（改組，廃止）の事項。

　　（e）国会の解散。

　　（f）政府プログラム。

　　（g）戦争状態，緊急事態または非常

　　　　事態の宣言。

　　（h）国外または国内における軍隊の

　　　　使用。

　　（i）地方自治体の議会の解散。

　　（j）恩赦。

　（6）　（58）決定を行うための国民投票は，

　投票した選挙人の過半数の票が有効

　で，かつ投票において少なくともすべ

　ての選挙人の4分の1以上が同一の回

　答をした場合，成立したものとみなさ

　れる。
第28／D条（61）

　人民発案には，少なくとも50，000人の選

挙人を必要とする。人民発案は，主題を国

会にその管轄のもとで議題とさせることを

目的として，行うことができる。国会は，

人民発案により定められた議題について審

（a）予算，予算の執行，国税および公　議する義務を負う。

　　課，関税，ならびに地方税に対す

　　る中央政府の規制に関する法律。

（b）効力のある条約において定めら

　　れた義務およびその義務を定め

　　た法律の内容。

第28！E条（62）

　国民投票を求めるために，署名は，市民

による発議の場合4ヶ月以内に，人民発案

の場合2ヶ月以内に，集められるものとす
るQ

第3章（63）共和国大統領（63）

第29条（餌）

　（1）　ハンガリーの国家元首は，共和国

大統領がこれを務め，国民の統一を表

し，国家の民主的運営を監視する。

（61）

（62）

（63）

（64）

1997年法律59号3節により制定。1997年7月30日施行。

1997年法律98号4節により制定。1997年10月31日施行。

1989年法律31号16条により挿入。1989年10月23日施行。

1989年法律31号16条により制定。1989年10月23日施行。
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　（2）　共和国大統領は，軍隊の最高司令

　官である。

第29！A条

　（1）　（65）国会は，5年の任期をもって共和

　　国大統領を選出する。

　（2）選出日の時点で35歳に達している

　選挙権を有する市民は，誰でも共和国

　大統領に選出される可能性を有する。

　（3）　共和国大統領が再選できるのは，

　最大1回限りとする。
第29／B条（66）

　（1）　共和国大統領の選出に先立ち，候

　補者の指名がなされる。指名を有効な

　　らしめるためには，50名以上の国会議

　員の書面による推薦を必要とする。推

　薦状は，投票の公示までに国会議長に

　提出されなければならない。いかなる

　国会議員も1人の候補者しか推薦でき

投票において選出対象となるのは，第

　2回投票の得票数において上位2名の

候補者のみである。第3回投票におい

　ては，投票数にかかわらず，投票の多

数票を得た者が共和国大統領として選

　出される。

（5）　投票手続は，最長でも連続した3

　日以内に終了しなければならない。

第29／C条（67）

　（1）　共和国大統領は，前大統領の任期

　終了前30日以内に，または前大統領の

　委任が任期終了前に消滅した場合に

　　は，委任消滅から30日以内に，これを

　選出しなければならない。

　（2）　大統領の選出の公示は，国会議長

　がこれを行う。
第29／D条（63）

　新たに選出された共和国大統領は，前大

ない。2人以上の侯補者を推薦した場　統領の任期終了前，または前大統領の委任

合，その者のなした推薦は，すべて無

効となる。

（2）　共和国大統領は，国会の秘密投票

　によって選出される。必要な場合，再

投票をすることができる。第1回投票

　において国会議員の3分の2の得票を

得た候補者が，共和国大統領として選

　出される。

（3）　第1回投票において多数票を得た候

補者のいない場合には，第1項に従い

再度投票を行わなければならない。第

　2回投票においても国会議員の3分の

　2の得票を必要とする。

（4）　第2回投票において必要とされた

多数票を得た候補者のいない場合に

　は，第3回投票が実施される。第3回

が任期前に消滅した場合には選出結果の公

示から8日目に，就任する。共和国大統領

は，就任に先立ち国会の前に宣誓を行うも

のとする。

第29／E条（63）

　（1）　共和国大統領が一時的に職務遂行

　不能になった場合，またはいかなる理

　　由であれ共和国大統領の委任が任期終

　了前に消滅した場合には，新たに選出

　　された共和国大統領が就任するまでの

　あいだ，国会議長が，共和国大統領の

　諸権限を行使するものとする。右権限

　　は，法律を国会の再審議にかけ，また

　　は法律を憲法裁判所の審査に付し，国

　会を解散することについてはこの限り

　ではなく，恩赦は刑が確定した者に対

（65）

（66）

（67）

1990年法律40号17条により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号18条により挿入。1990年6月25日施行。

1990年法律40号19条により制定。1990年6月25日施行。
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　　してのみ行使することができる。

　（2）　共和国大統領を代行するあいだ，

　　国会議長は，自身の国会議員としての

　諸権限を行使することはできず，ま

　　た，国会議長の職務は，国会により指

　名された国会副議長に委託される。
第30条（餌）

　（1）　共和国大統領職は，その他のいか

　　なる国家的，社会的，政治的職務また

　　は各々から生じる委任職権とも両立し

　得ない。共和国大統領は，それ以外で

　有給の業務につくことはなく，またそ

　　の行為に対して報酬を受け取ることは

　　できない。但し，著作権保護にかかわ

　　る諸行為については，この限りではな

　　いo

　（2）　（68）共和国大統領に対する報酬，特

　典，経費補償に関する法律を定めるに

　　は，出席する国会議員の3分の2の多

　　数による議決を必要とする。

第301A条（63）

　（1）　共和国大統領は，

　　（a）ハンガリー国家を代表する。

　　（b）ハンガリー共和国の名において

　　　　条約を締結する。但し，条約の

　　　　対象が立法権に属する事項の場

　　　　合には，国会の事前の承認を必

　　　　要とする。

　　（c）大使および公使を任命し，また，

　　　　接受する。

　　（d）（6g）国会の総選挙または地方自治

　　　　選挙の公示，および国民投票の

　　　　日程の公示をする。

　　（e）国会および国会の委員会の会議

　　　　に出席し，発言する権利を有す

　　　　る。

　　（f）国会に対して措置をとるよう要

　　　　請する権利を有する。

　　（g）国民投票の発議を行う権利を有

　　　　する。

　　（h）（，。）特別法に定められた規定に従

　　　　い，国家書記を指名および解任

　　　　する。

　　（i）（71）特別法に定められた者または

　　　　機関の推薦に基づき，ハンガリ

　　　　ー国立銀行総裁および副総裁，

　　　　大学教授を指名および解任し，

　　　　軍司令官を指名および昇進させ，

　　　　ハンガリー科学アカデミー総裁

　　　　の任命を承認する。

　　（j）法律に定められた称号，勲位，

　　　　表彰および勲章を賦与し，その

　　　　着用を認める。

　　（k）個別的恩赦権を行使事項案件に

　　　　ついての決定を下す。

　　（1）市民権に関する事項についての

　　　　決定を下す。

　　（m）特別法に基づく共和国大統領の

　　　　権限の範囲に属するすべての事

　　　　項についての決定を下す。

　（2）　（2，）共和国大統領の前項に列挙され

　　た措置および行為はすべて，首相また

　　は担当大臣の副署を要する。ただし，

　　（a），（d），（e），（f）および（g）に関

　　してはこの限りではない。

第31条團

（68）1990年法律40号20条により制定。1990年6月25日施行。

（69）1997年法律59号4節により制定。1997年7月30日施行。

（70）　1990年法律63号2条により制定。1990年8月9日施行。1994年法律61号4条により

　改正。
（71）1990年法律40号21条により制定。1990年6月25日施行。
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（1）　共和国大統領の委任は，以下の事

由により終了する。

（a）任期満了。

（b）大統領の死亡。

（c）大統領の職務の90日以上にわた

　　る遂行不能。

（d）兼職禁止宣言。

（e）辞任。

（f）大統領職の剥奪。

（2）　任期中，共和国大統領に対して兼

職禁止宣言（第30条第1項）が提起さ

れた場合，いかなる国会議員も兼職禁

止宣言についての決定を下すよう国会

に要請することができる。右の決定に

は，国会議員の3分の2の多数による

議決を必要とする。投票は，秘密投票

によって行われる。

（3）　共和国大統領は，国会に対して辞

意を表明することでその職務を辞任す

ることができる。辞任を有効ならしめ

るためには，国会の受諾表明が必要で

ある。国会は，15日以内に共和国大統

領に対して，その辞意を再考するよう

刑事訴追からの保護は，特別法により

これを賦与する。

（2）　共和国大統領が職務遂行に際して，

憲法またはその他のいかなる法律をも

侵害した場合には，国会議員の5分の

　1の賛成により，共和国大統領に対す

る弾劾手続の発動を求める動議を提起

することができる。

（3）　共和国大統領に対する弾劾手続の

発動には，国会議員の3分の2の多数

による議決を必要とする。投票は，秘

密投票によって行われる。

（4）　国会において決議がなされてから

弾劾手続終了までのあいだ，共和国大

統領は，その職権を行使することはで

きない。

（5）　（73）右事態における司法管轄権は，

憲法裁判所に属する。

（6）（73）憲法裁判所は，法律の侵害があ

ったと認めたときは，共和国大統領を

免職することができる。

（7）一（8）（7）

［削除］

に求めることができる。共和国大統領　第32条

がその辞意を撤回しない場合，国会　　（1）　（74職務遂行において職務に関連し

は，大統領の辞任受諾を拒否できな　　　て犯された訴追されるべき行為に基づ

　いo
　（4）　（72）共和国大統領は，その職務にあ

　たって，憲法またはその他のいかなる

　法律であっても意図的に侵害した場

　合，それに基づき大統領を免職するこ

　とができる。
第31／A条（63）

　（1）　共和国大統領は，不可侵である。

き共和国大統領の弾劾手続が発動され

た場合，憲法裁判所は，刑事手続の基

本諸規定も適用する。訴追は，国会議

員から選出された特別検察官によって

代表される。

（2）　（・・）右事例に当たらない場合には，

共和国大統領に対する刑事手続は，そ

の任期が終了したより後にのみ発動す

（72〉　1990年法律16号8条2項により改正。

（73）　1990年法律40号22条により制定。1990年6月25日施行。

（74）　1990年法律16号4条1項により制定。1990年3月12日施行。1990年法律40号51条2項

　により改正。
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　ることができる。

（3）　（75）憲法裁判所は，共和国大統領に

　ついて故意に基づく犯罪行為を認めた

場合には，共和国大統領を免職するこ

とができ，同時に，当該犯罪行為に対

して刑法典で定められたいかなる処罰

および措置も適用することができる。

第4章〔76）憲法裁判所（76》

第321A条（77）

（1）　憲法裁判所は，法令の合憲性を審

　査し，法律でその権限に定められた諸

　任務を遂行する。

（2）　憲法裁判所は，違憲と判断した法

　律およびその他の法令を無効とする。

（3）　何人も，法律の定める事例におい

　て憲法裁判所の手続を発議することが

　できる。

（4）　（，8）憲法裁判所は，国会によって選

　出されたll人の構成員から成る。憲法

　裁判所裁判官は，国会に議席を有する

　各政党につき1人の構成員から成る推

薦委員会によって推薦された者であ

　る。憲法裁判所裁判官の選出には，国

会議員の3分の2の得票を必要とす

　るQ

（5）　憲法裁判所裁判官は，政党構成員

　であることはできず，憲法裁判所の管

轄領域に由来する職務以外に，政治的

　活動を行うことはできない。

（6）　（7g）憲法裁判所の組織および活動に

　関する法律を定めるには，出席する国

会議員の3分の2の多数による議決を

必要とする。

第5章（8。） 市民的権利に関する国会オンブズパーソンおよび

民族的エスニック的少数者の権利に関する国会オ
ンブズパーソン（81）

第32！B条（82）

　（1）　市民的権利に関する国会オンブズ

　　パーソンは，憲法上の権利の侵害を認

　　識した場合には，その事態につき調査

　　しまたは調査をさせ，その救済に向け

　て一般的または個別的措置を発議する

任務を負う。

（2）　民族的エスニック的少数者の権利

　に関する国会オンブズパーソンは，民

族的エスニック的少数者の権利の侵害

（75）1990年法律16号4条2項により制定。1990年3月12日施行。1990年法律40号51条2項

　　により改正。

（76）　1989年法律31号17条により挿入。1989年10月23日施行。

（77）　1989年法律31号17条により挿入。1989年10月23日施行。1989年法律1号6条による改

　正は発効せず。

（78）　1990年法律40号23条1項により制定。1994年法律74号1条により改正。

（79）　1990年法律40号23条2項により制定。1990年6月25日施行。

（80）　1989年法律31号18条により挿入。1989年10月23日施行。

（81）　1990年法律40号24条1項により制定。1990年6月25日施行。

（82）　1990年法律40号24条2項により制定。1990年6月25日施行。
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　を認識した場合には，その事態につき

調査しまたは調査させ，その救済に向

　けて一般的または個別的措置を発議す

　る任務をおう。

（3）　何人も，法律の定める事例におい

　て，国会オンブズパーソンの手続を発

議することができる。

（4）　市民的権利に関する国会オンブズ

パーソンおよび民族的エスニック的少

数者の権利に関する国会オンブズパー

　ソンは，共和国大統領の推薦に基づ

　き，国会議員の3分の2の得票により

選出される。国会は，憲法上の権利の

保護のために，特別のオンブズパーソ

　ンを選出することもできる。

（5）　（細［削除］

（6）　国会オンブズパーソンは，その活

動報告書を毎年国会に提出するものと

する。

（7）　国会オンブズパーソンに関する法

律を定めるには，出席する国会議員の

　3分の2の多数による議決を必要とす

　る。

第6章（84）国家会計検査院およびハンガリー国立銀行（85）

第32！C条團

　（1）　国家会計検査院は，財務および経

　済の監督を任務とする国会の機関であ

　　る。国家会計検査院は，その権限の範

　　囲において国家の財政運営を監督し，

　それに際して，国家予算案の裏付け，

　歳出の必要性および合目的性を監督

　　し，国庫財政上の起債にかかわる契約

　　に副署し，国家予算歳出案の適法性を

　事前審査し，国家予算の執行について

　の決算書を監査し，国家資産の運用を

　監査し，資産価値の維持または増加に

　向けた国有企業の活動を監督し，その

　他法律によりその権限に加えられた任

　務に従事する。

　（2）　国家会計検査院は，適法性，合目

　的性，効率性の観点から監督を行う。

　国家会計検査院は，遂行した諸活動に

　関する報告書を国会に提出する。報告

　　は，公表されるものとする。国家会計

　検査院院長は，国会に対し，決算書と

　併せて決算書に関する監査報告書を提

　　出する。

　（3）　（、、）国家会計検査院院長および副院

　長の選出には，国会議員の3分の2の

　得票を必要とする。

　（4）　（・6）国家会計検査院の組織および活

　動の基本原則に関する法律を定めるに

　　は，出席する国会議員の3分の2の多

　数による議決を必要とする。

第321D条〔87）

　（1）　ハンガリー国立銀行は，特別法の

　定める方法に従った法定通貨の発行，

　通貨の安定性の維持，および貨幣流通

　　の規制を任務とする。

　（2）　ハンガリー国立銀行総裁は，共和

　　国大統領により，6年の任期をもって

　任命される。

（83）

（84）

（85）

（86）

（87）

1994年法律73号1条2項により削除。1994年12月5日削除。

1989年法律31号19条により挿入。1989年10月23日施行。

1990年法律40号25条1項により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号25条2項により制定。1990年6月25日施行。

1990年法律40号26条により挿入。1991年11月16日施行。
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（3）　ハンガリー国立銀行総裁は，国立

銀行の活動に関する報告書を，年1回

国会に提出するものとする。

第7章（銘）政　　府（8g）

第33条〔9。）

　（1）　（3D）政府は，以下から成る。

　　（a）首相。

　　（b）大臣。

　（2）　首相は，大臣の中から首相代理を

　　任命する。

　（3）　首相は，共和国大統領の推薦に基

　　づき，国会議員の多数投票によって選

　　出される。国会は，首相の選挙および

　　政府綱領の採択に関する投票を同時に

　　行う。

　（4）　大臣は，共和国大統領の推薦に基

　　づき，首相により任命または罷免され

　　る。

　（5）　〔3。）政府は，大臣の任命に基づき構

　　成される。政府の構成員は，国会の前

　　で宣誓を行う。

第33／A条（9、）

　政府への権限委任は，以下の事由により

終了する。

　　（a）新たに選出された国会の組織。

　　（b）首相または政府の辞職。

　　（C）（g2）首相の死亡。

　　（d）（g3）首相の選挙権喪失。

　　（e）（g3）首相の兼職禁止の確認。

　　（f）（g、）第39／A条第1項にしたがった首

　　　　相の不信任動議の可決および新

　　　　たな首相の選出。

第331B条（g5）

　大臣の任期は，以下の事由により終了す

るQ

　　（a）政府の任期の満了。

　　（b）大臣の辞職。

　　（c）大臣の罷免。

　　（d）大臣の死亡。

　　（e）大臣の選挙権喪失。

　　（f）兼職禁止の確認。

第34条（96）

　ハンガリー共和国の省庁は，特別法で定

める。

第35条

　（1）　（g7）政府は，

　　（a）憲法秩序を防衛し，市民の権利

　　　　を擁護し，保障する。

（88）　1989年法律31号16条により番号改正。

（89）　1989年法律31号20条により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号51条2項に

　　より改正。

　　1990年法律29号1条により制定。1990年5月16日施行。

　　1990年法律40号27条により挿入。1990年6月25日施行。

　　1997年法律59号14節1款により改正

　　1997年法律59号5節により制定。1997年7月30日施行。

　　1997年法律59号5節により番号改正。1997年7月30日施行。

　　1997年法律59号6節により制定。1997年7月30日施行。

　　1990年法律29号2条により制定。1990年5月16日施行。

　　1989年法律31号22条1項により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号51条2

　　項により改正。

（90）

（91）

（92）

（93）

（94）

（95）

（96）

（97）



ハンガリー共和国憲法（早川・佐藤・小倉・中西・馬奈木・山本）　　295

　（b）法律の執行を保障する。

　（c）省庁および直接監督下の他の機

　　　関の活動を指揮し，調整する。

　（d）（，8）内務大臣と協働して，地方自

　　　治体の適法性の監督を保障する。

　（e）社会経済計画の作成とその実施

　　　を保障する。

　（f）科学および文化の発展における

　　　国家の責務を規定し，その実施

　　　に必要な条件を保障する。

　（g）国家の社会保障および保健制度

　　　を決定し，そのための財政上の

　　　補償を確保する。

　（h）軍隊，警察および治安機関の活

　　　動を指揮する。

　（i）市民の生命財産を脅かす自然災

　　　害またはその結果（以下，危険

　　　状態）の除去および公共の安寧

　　　秩序の維持のために必要な措置

　　　を講ずる。

　（j）対外政策の策定に参画し，ハン

　　　ガリー共和国政府の名において

　　　条約を締結する。

　（k）法律によりその権限の範囲内と

　　　された任務を遂行する。

（2）　（gg）政府は，その権限の範囲内で命

令を下し，決定を採択する。これらに

首相は，署名をする。政府の命令およ

　び決定は，法律に抵触してはならな

　い。政府の命令は，官報で公示されな

　ければならない。

（3）　（1。。）危険状態において，政府は，国

会により授権されている場合には，個

別の法律を逸脱する命令を下し，また

は措置を講ずることができる。危険状

態に適用される規定に関する法律を定

　めるには，出席する国会議員の3分の

　2の多数による議決を必要とする。

（4）　（、。1）政府は，法規による例外を除

　き，下位機関によって下された法律に

抵触するすべての決定または措置を廃

止し，または変更する。

第36条（3。）

　任務の遂行の際に，政府は，関係する社

会団体と協働する。

第37条

　（1）　（1。2）首相は，閣議を主宰し，政府の

　　命令および決定の遂行に努める。

　（2）　（1。，）大臣は，法規および政府の決定

　　に従い，その権限の範囲内に属する行

　　政領域を指揮し，直属の下位機関を指

　揮する。無任所大臣は，政府によって

　　定められた任務を遂行する。

　（3）　（・・4）政府構成員は，権限の範囲内の

　任務の遂行の際に，命令を下すことが

　　できる。但し，これらは，法律または

　　政府の命令および決定に抵触してはな

　　らない。命令は，官報で公示されなけ

（98）　1990年法律63号3条により制定。1990年8月9日施行。1994年法律61号4条により改

　正。
（99）1989年法律31号38条2項，1990年法律29号4条2項および1990年法律40号51条2項

　により改正。

（100）1989年法律31号22条2項により制定。1990年法律40号28条および51条2項により改

　正。
（101）　1989年法律31号22条3項により制定。1990年法律40号51条2項により改正。

（102）　1990年法律29号4条2項および1990年法律40号51条2項により改正。

（103）1990年法律29号3条および1990年法律40号51条2項により改正。

（104）　1989年法律31号38条2項，1990年法律40号51条2項により改正。
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　　ればならない。

第38条（1。5》

［削除］

第39条

　（1）　〔3。）政府は，国会に対しその活動に

　責任を負い，国会にその活動に関し定

　例報告をする義務を負う。

　（2）　（1。6）政府構成員は，政府および国会

　　に対し責任を負い，その活動に関し政

　府および国会に報告する義務を負う。

　政府構成員および国家書記の法的地

　位，報酬および応答責任については，

　法律で定める。

　（3）　（1・・）政府構成員は，国会の会議に参

　加し発言することができる。
第39！A条（1。8）

　（1）　（1・g）首相の不信任動議は，書面によ

　　り，首相職の指名を伴って，国会議員

　　の5分の1で提出できる。首相の不信

　任動議は，政府の不信任動議とみなさ

　れる。この動議に基づいて国会議員の

　過半数により不信任を採択した場合，

　新たな首相候補者として提案された者

　　は，選出されたものとみなされる。

　（2）　（11。）この動議に関する審議と投票

　　は，提出後，早くとも3日後，遅くと

　　も8日以内に，行われなければならな

　　いo

　（3）　（1・2）政府は，首相を通じて，前項に

　　定められた期間に従い信任投票を提起

　　することができる。

　（4）　（1。2）政府は，首相を通じて，政府の

　提出した動議に関する投票が，同時に

　信任投票ともみなされると提案でき

　　る。

　（5）　（lll）国会が政府に対し，前二項で定

　　められた場合において，信任を採択し

　　なかった場合には，政府は，辞職しな

　　ければならない。

第391B条（112）

　政府の任期が終了した場合，政府は新た

な政府が創設されるまで，その職にとどま

り，授権されたすべての権限を行使する。

但し，条約を締結することはできず，法律

に明記された権限賦与に基づき延期不可能

な場合にのみ，命令を発することができ
る。

第39／C条（、、3）

　（1）　首相の任期が新たに選出された国

　会の創設または首相もしくは政府の辞

　職によって終了する場合，首相は，新

　　たな首相が選出されるまでの間，暫定

　首相としてその職に留まる。但し，大

　　臣の任免の発議はできず，また法律に

　　明記された権限付与に基づき延期不可

　　能な場合にのみ，命令を発することが

（105）　1989年法律31号38条6項により削除。1990年5月24日削除。

（106）1989年法律31号23条1項により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号29条お

　よび51条2項により改正。
（107）　1989年法律31号23条2項により挿入。1989年10月23日施行。1990年法律40号51条2

　項により改正。
（108）

（109）

（110）

（111）

（112）

（113）

1989年法律8号1条により挿入。1989年5月26日施行。

1990年法律40号30条1項により制定。1990年6月25日施行。

1989年法律31号24条により制定。1990年5月2日施行。

1990年法律40号30条2項により挿入。1990年6月25日施行。

1990年法律40号31条により制定。1990年6月25日施行。

1997年法律59号31条により制定。1997年7月30日施行。
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できる。

（2）　首相の任期が首相の死，選挙権の

喪失，または兼職禁止の宣言によって

終了する場合，新たな首相が選出され

　るまで，その首相によって任命された

大臣は，または複数の大臣が任命され

た場合，そのうち首席に指名された大

臣は，前項の定める範囲で，首相の権

限を行使する。

第40条

　（1）　（3。）政府は，特定の任務遂行のため

　　に政府委員会を設置することができ

　　る。

　（2）　（24）［削除］

　（3）　（、。）政府は，行政のいかなる部門を

　　も直接その監督下におき，そのために特

　別の機関を設置する権限を有する。

第8章　軍および警察（114）

第40！A条（115）

　（1）　（、16）軍（ハンガリー軍，国境警備

　　隊）の基本的責務は，国の軍事的防衛

　　および条約に基づく集団的防衛義務へ

　　の参加である。安全保障活動の範囲

　　で，国境警備隊は，国境を警備し，出

　入国を監視，統制し，国境の秩序を維

　持する。軍の任務および細則に関する

　法律を定めるには，出席する国会議員

　　の3分の2の多数による議決を必要と

　する。

　（2）　警察の基本的任務は，治安および

　　国内秩序の確保である。警察に関する

　法律および保安活動の細則に関する法

　律を定めるには，出席する国会議員の

　　3分の2の多数による議決を必要とす

　　る。

第40／B条（一、4）

　（1）　（117）［削除］

　（2）　軍は，憲法秩序の転覆または公権

　力の排他的支配を目指す武装行為，さ

　らに市民の生命および財産の安全を著

　しく脅かす軍事力または武装集団によ

　る重大な暴力行為に際して憲法の規定

　に従って布告された緊急事態におい

　て，警察の使用では不十分な場合に，

用いられることができる。

（3）　（，。）憲法および特別法の範囲内で，

　国会，共和国大統領，国防評議会，政

府および所管大臣のみが，有効な条約

　による他の定めのない限り，軍を指揮

する権限を有する。

（4）　（118）軍，警察および国家安全保障に

　関する文民の職務に従事する職業的構

成員は，政党の構成員となることがで

　きず，また政治的活動に従事すること

ができない。

（5）　（11g）軍の非職業的構成員の政党にお

　ける活動については，出席する国会議

員の3分の2の多数によって定められ

た法律により，制限を設けることがで

　きる。

（114）

（115）

（116）

（117）

（118）

（119）

1989年法律31号26条により挿入。1989年10月23日施行。

1993年法律107号2条により制定。1994年1月1日施行。

2000年法律91号5節により改正。2000年6月7日施行。

2000年法律91号7節により改正。2000年6月27日失効。

1993年法律107号3条により制定。1994年1月1日施行。

1993年法律107号3条により挿入。1994年1月1日施行。
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第40／C条（、2。）

　同盟国軍は，国の領土の守護のために，

その防空軍および空軍によって，第19／E

条に基づき，政府の許可により警戒活動を

行うことができる。

第9章（121）地方自治体

第41条（伽

（1）　ハンガリー共和国の領土は，首都，

県，市および村に区分される。

（2）　首都は，区から成る。市において，

区を設置することができる。

第42条（伽

　地方自治の権利は，村，市，首都および

その区ならびに県の選挙権を有する市民の

共同体に帰属する。地方自治とは，選挙権

を有する市民の共同体に関する地方の事務

を，独立して民主的に管理し，住民のため

に地方の公的権限を行使することをいう。

第43条（、2、）

　（1）　地方自治体の基本的権利（第44／A

　条）は，平等である。自治体の義務に

　　は，差異を設けることができる。

　（2）　地方自治体の権利および義務は，

　法律で定める。自治体の権限領域の適

　法な行使は，裁判所により保護され

　　る。この権利の保護のため，自治体

　　は，憲法裁判所に訴えることができ

　　る。

第44条｛て23）

　（1）　選挙権を有する市民は，自らが選

　　出した議会または地方住民投票を通じ

　　て地方自治を行う。

　（2）　（122）地方議会の議員および首長は，

　補欠選挙を除き，前回の一斉選挙後の

　　4年目の10月に選出される。

　（3）　（122）議会の任期は，地方自治体の一

　斉選挙の日に終了する。候補者が欠け

　選挙が行われない場合，議会の任期

　　は，補欠選挙の日まで延長される。首

　長の任期は，新たな首長の選出により

　終了する。

　（4）　（123）議会は，その任期の満了前に，

　地方自治体に関する法律の定める条件

　　に基づき，その解散を宣言することが

　　できる。解散または国会による解散

　　（第19条第3項第1号）は，首長の任

　期も終了させる。
第44！A条（、24》

　（1）　地方議会は，

　　（a）自治に関わる事項について自ら

　　　　調整し管理する。その決定は，

　　　　適法性についてのみ審査される。

　　（b）自治体の財産について所有権を

　　　　行使し，自治体の収入を自ら管

　　　　理し，自らの責任で事業活動を

　　　　行うことができる。

　　（c）法律の定める自治体の任務を遂

　　　　行するため独自に収入を得る権

　　　　限を有し，さらにこの任務に相

　　　　応した国家補助を受ける。

　　（d）法律の範囲内で地方税の種類と

　　　　額を定める。

（120）

（121）

（122）

（123）

（124）

2000年法律91号6節により制定。2000年6月7日施行。

1990年法律63号4条により制定。1990年9月30日施行。

1997年法律98号5節により制定。1997年10月31日施行。

1994年法律61号1条により挿入。1994年10月7日施行。

1990年法律63号4条により挿入。1990年9月30日施行。



ハンガリー共和国憲法（早川・佐藤・小倉・中西・馬奈木・山本）　299

　　（e）法律の範囲内で自らその組織を

　　　　設け，運営規則を定める。

　　（f）自治体の紋章を作り，または地

　　　　方の栄典および称号を定めるこ

　　　　とができる。

　　（g）地方共同体に関わる公共の事項

　　　　について，決定権限を有する機

　　　　関に発議できる。

　　（h）自由に他の地方自治体と合併し，

　　　　その利益を代表させるために自

　　　　治体の利益団体を設立し，その

　　　　任務の範囲内で他の国の地方自

　　　　治体と協同し，国際的な自治体

　　　　機関の構成員となることができ

　　　　る。

　（2）地方議会は，その任務の範囲内で上

　位の法令に違反しない条例を定めるこ

　　とができる。

第44／B条（124）

　（1）　地方議会の長は，首長である。議

　会は委員会を選出し役所を設けること

　ができる。

　（2）　首長は，その固有の自治体の任務

　の他，法律または法律によって権限を

　与えられた政府の命令に基づき，例外

　的に，国家行政の任務を処理し，また

　　は国家行政の権限を行使する。

　（3）　法律または政府の命令は，議会の

　書記および例外的な場合には議会の役

　所の責任者に対し，国家の行政任務ま

　たは官庁の権限を割り当てることがで

　　きる。

第44／C条（、25）

　地方自治体に関する法律を定めるには，

出席する国会議員の3分の2の多数による

議決を必要とする。同様の投票比率で定め

られた法律において，自治体の基本的権利

を制限することができる。

第10章（88）司　　法

第45条

　（1）　（126）ハンガリー共和国においては，

　ハンガリー共和国最高裁判所，高等裁

　判所，すなわちブダペシュト首都裁判

　所，県裁判所ならびに地方裁判所およ

　び労働裁判所が，裁判を行う。

　（2）　特定の事件を扱う特別裁判所は，

　法律により設置することができる。
第46条（127）

　（1）　裁判所は，法律で別に定められた

　場合を除き，合議体により裁判を行
　　う。

　（2）　非職業裁判官も，法律の定める方

　式で裁判に加わる。

　（3）　職業裁判官のみが，単独部または

　合議部の長になることができる。

第47条（127》

　（1）　最高裁判所は，ハンガリー共和国

　の最高の裁判機関である。

　（2）　最高裁判所は，裁判所によって行

　われる裁判の統一性を保障し，統一性

　にかかわる決定はあらゆる裁判所を拘

　束する。
第48条（、28》

　（1）　（12g）共和国大統領の推薦に基づき，

　国会は，最高裁判所長官を選出し，最

（125〉

（126）

（127）

（128）

1990年法律63号4条により挿入。1990年8月9日施行。

1997年法律59号8節により制定。1997年10月1日施行。

1997年法律59号9節により制定。1997年10月1日施行。

1989年法律31号29条により制定。1989年10月23日施行。
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　　高裁判所長官の推薦に基づき，共和国

　　大統領は，最高裁判所副長官を任命す

　　る。最高裁判所長官の選出には，国会

　　議員の3分の2の得票を必要とする。

　（2）　共和国大統領は，法律で定められ

　　た方式で職業裁判官を任命する。

　（3）　裁判官は，法律で定められた事由

　　および手続に従ってのみ，罷免され

　　る。

第49条（13。）

［削除］

第50条（131）

　（1）　ハンガリー共和国の裁判所は，憲

　　法秩序または市民の権利および法的利

　　益を保護し，犯罪を犯した者を処罰す

　　る。

（2）　裁判所は，公行政の決定の適法性

　を審査する。

（3）　裁判官は独立であり，法律にのみ

　責任を負う。裁判官は政党の構成員と

　なることはできず，政治的活動に従事

　することもできない。

（4）（132）司法行政は，全国司法評議会に

　よって行使される。裁判官の代表から

　なる自治組織は，司法行政に参加す

　る。

（5）（133）裁判所の組織および行政に関す

　る法律ならびに裁判官の法的地位およ

　び報酬に関する法律を定めるには，出

席する国会議員の3分の2の多数によ

　る議決を必要とする。

第11章（88）検察庁

第51条（㈱

　（1）　ハンガリー共和国検事総長および

　　検察庁は，市民の権利を保護し，憲法

　　秩序，国の安全および独立を侵害し，

　　または脅かすあらゆる行為に対して，

　　一貫して追及する。

　（2）　（135）検察庁は，捜査に関し法律の定

　　める権限を行使し，裁判手続きにおけ

　　る原告となり，処罰執行の適法性の監

　　督に責任を負う。

　（3）　検察庁は，あらゆる社会団体，国

　　家機関および市民の法律遵守の確保に

　　資する。法律が侵害された場合には，

　　検察庁は，法律の定める方式に従って

　　適法性を保障する。

第52条

　（1）　（136）国会は，共和国大統領の推薦に

　　基づき，検事総長を選出し，共和国大

　　統領は，検事総長の推薦に基づき，副

　　総長を任命する。

　（2）　検事総長は，国会に対し責任を負

　　い，その活動を報告する義務を負う。

第53条

　（1）　（16）検事は，ハンガリー共和国検事

（129）

（130）

（131）

（132）

（133）

（134）

（135）

（136）

1990年法律40号35条1項により制定。1990年6月25日施行。

1989年法律31号38条1項により削除。1989年10月23日削除。

1989年法律31号30条により制定。1989年10月23日施行。

1997年法律59号10節により制定。1997年10月1日施行。

1997年法律59号10節により制定。1997年10月1日施行。

1989年法律31号31条により制定。1989年10月23日施行。

1997年法律59号11節により制定。1997年7月30日施行。

1989年法律31条32条により制定。1989年10月23日施行。
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総長によって任命される。

（2）　（137）検事は，政党の構成員となるこ

　とはできず，政治的活動に従事するこ

　ともできない。

（3）　（138）検察庁は，検事総長の指揮下に

　ある。

（4）　（13g）検察庁に関する規則は，法律で

定める。

第12章〔88）基本的権利および義務（14。）

第54条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，生命および人間の尊厳に対する生

　　まれながらの権利を有し，これらの権

　利を恣意的に奪われてはならない。

　（2）　何人も，拷間，残酷な，非人間的

　　な，もしくは侮辱的な扱いまたは処罰

　　を受けてはならず，とりわけ，本人の

　　同意なしに医学的または科学的人体実

　験を行うことは，禁止される。
第55条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，自由および個人的安全に対する権

　利を有し，法律の定める根拠および法

　律の定める手続によらずに，その自由

　　を奪われてはならない。

　（2）　面）犯罪行為を行った容疑があり勾

　留された者は，可能な限り最短期問内

　　に，釈放され，または裁かれなければ

　　ならない。裁判官は，その者を審問

　　し，書面による事由を備えた決定を，

　遅滞なく，その者の釈放または勾留に

　　関して下す義務を負う。

　（3）　（142）違法な逮捕または拘束の犠牲に

　　なった者は，損害賠償を請求する権利

　　を有する。

第56条（14。）

　ハンガリー共和国において，何人も，権

利能力を有する。

第57条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，裁判所の前に平等であり，独立か

　つ公平な裁判所が，公正かつ公開の審

　理において自らに対しなされたあらゆ

　　る起訴または何らかの訴訟において自

　　らの権利および義務を判定する権利を

　有する。

　（2）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，裁判所の確定判決がその刑事上の

　責任を確認しない限り，有罪とみなさ

　　れてはならない。

　（3）　刑事被告人は，訴訟のあらゆる段

　　階において弁護される権利を有する。

　弁護士は，弁護の際に表明した意見の

　　ために，責任を問われない。

　（4）　何人も，犯行時ハンガリー法によ

　　れば犯罪行為でなかった行為のために

　有罪宣告されてはならず，かつ刑罰を

　科されない。

　（5）　（143）ハンガリー共和国において，何

（137）

（138〉

（139）

（140）

（141）

（142）

（143）

1989年法律31号33条により挿入。1989年10月23日施行。

1989年法律31号33条により番号改正。

1990年法律40号36条により制定。1990年6月25日施行。

1989年法律31号34条により制定。1989年10月23日施行。

1990年法律40号37条により挿入。1990年6月25日施行。

1990年法律40号37条により番号改正。

1997年法律59条12節により制定。1997年7月30日施行。
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　　人も，法律の規定に従って，その権利

　　または正当な利益を侵害する司法的，

　　行政的または他の公的決定に対する法

　　的救済を求めることができる。出席す

　　る国会議員の3分の2の多数によって

　　定められた法律により，合理的な期

　　間，法的紛争の司法判断のために，か

　　つ法的紛争の司法判断と均衡して，法

　　的救済に対する権利を制限することが

　　できる。

第58条（14。）

　（1）　ハンガリーの領土に合法的に滞在

　　するいかなる者も，法律の定める場合

　　を除き，住所またはハンガリーを去る

　権利を含め，自由に移動し，かつ自由

　　に滞在地を選ぶ権利を有する。

　（2）　ハンガリーの領土に合法的に滞在

　　する外国人は，法律に従って下された

　　決定に基づいてのみ，国外追放され

　　る。

　（3）　（144）移動および居住の自由に関する

　　法律を定めるには，出席する国会議員

　　の3分の2の多数による議決を必要と

　　する。

第59条

　（1）　（145）ハンガリー共和国において，何

　　人も，名誉，私的住居の不可侵ならび

　　にプライバシーの秘密および個人デー

　　タの保護に対する権利を有する。

　（2）　（146）個人データの保護に関する法律

　　を定めるには，出席する国会議員の3

　分の2の多数による議決を必要とする。
第60条（一4。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，思想，良心および信仰の自由に対

　　する権利を有する。

　（2）　この権利は，信仰またはその他の

　　良心に基づく信条の自由な選択または

　　受入れ，ならびに，何人も，自らの信

　　仰および信条を，宗教行為および儀式

　　を行うことにより，またはその他の方

　　法で，単独でも他人と共同しても，公

　　開の場または私的範囲で，告白をし，

　　または告白を避け，実践し，または説

　教する自由を含む。

　（3）　ハンガリー共和国において，教会

　　は，国家と分離して活動する。

　（4）　（147）良心の自由および信仰の自由に

　　関する法律を定めるには，出席する国

　　会議員の3分の2の多数による議決を

　　必要とする。

第61条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　も，自由に意見を表明し，さらに公共

　　の利益に属する情報を知り，または広

　　める権利を有する。

　（2）　ハンガリー共和国は，報道の自由

　　を承認し，これを保護する。

　（3）　（148）公共の利益に属する情報の公開

　　に関する法律および報道の自由に関す

　　る法律を定めるには，出席する国会議

　　員の3分の2の多数による議決を必要

　　とする。

　（4）（148）公法上のラジオ，テレビおよび

　通信社の監督ならびにそれらの長の任

　命，さらに，商業用のラジオ局および

（144）　1990年法律40号38条により挿入。1990年6月25日施行。

（145）1989年法律31号34条により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号39条により

　番号改正。

（146）　1990年法律40号39条により挿入。1990年6月25日施行。

（147）　1990年法律40号40条により挿入。1990年6月25日施行。

（148）　1990年法律40号41条により挿入。1990年6月25日施行。
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　　テレビ局の認可または情報独占の防止

　　に関する法律を定めるには，出席する

　　国会議員の3分の2の多数による議決

　　を必要とする。

第62条

　（1）　（14g）ハンガリー共和国は，平和的に

　集会を行う権利を承認し，その自由な

　行使を保障する。

　（2）（15。）集会の権利に関する法律を定め

　　るには，出席する国会議員の3分の2

　　の多数による議決を必要とする。

第63条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，結社

　する権利に基づき，何人も，法律によ

　　って禁止されていない目的のために，

　組織を設立し，またはこれに参加する

　権利を有する。

　（2）　政治目的に基づく武装組織は，結

　社する権利に基づき，設立されてはな

　　らない。

　（3）（151）結社の権利に関する法律ならび

　　に政党の財政運営および活動に関する

　法律を定めるには，出席する国会議員

　　の3分の2の多数による議決を必要と

　する。
第64条（14。）

　ハンガリー共和国において，何人も，単

　独で，または他人と共同して，管轄国家

　機関に対し，書面で，請願または異議を

　提出する権利を有する。

第65条〔、52）

　（1）　法律の定める条件に従って，ハン

　　ガリー共和国は，出身国も他の国も保

護を保障していないならば，出生国も

　しくは通常居住する国において人種も

　しくは民族，特定の社会集団との提

携，宗教的または政治的な信念に基づ

　く迫害を受けまたは迫害を受ける恐れ

が十分に明らかな外国の市民に対し，

庇護権を与える。

（2）　庇護権に関する法律を定めるに

　は，出席する国会議員の3分の2の多

数による議決を必要とする。

第66条（、4。）

　（1）　ハンガリー共和国は，すべての市

　民的および政治的ならびに経済的，社

　会的および文化的な権利に関して，男

　女同権を保障する。

　（2）　ハンガリー共和国において，母に

　対し，子の出産前後，特別の規則に従

　　って，援助および保護が，与えられな

　　ければならない。

　（3）　労働する際に，特別の規則が，女

　性および青年の保護を保障する。
第67条（14。》

　（1）　ハンガリー共和国において，いか

　　なる子どもも，家族，国家および社会

　　の側から，相応の身体的，精神的，道

　徳的発達のために必要な保護および世

　話を受ける権利を有する。

　（2）　両親は，その子どもに対して施す

　教育を選択する権利を有する。

　（3）　家族および青年の状態および保護

　　に関わる国家任務は，特別の規則に含

　　まれる。

第68条〔鮒

（149）1989年法律31号34条により制定。1989年10月23日施行。1990年法律40号42条により

　番号改正。

（150）　1990年法律40号42条により挿入。1990年6月25日施行。

（151）　1990年法律40号43条により挿入。1990年6月25日施行。

（152）1997年法律59号13節により制定。1997年7月30日施行。

（153）1990年法律40号45条により制定。1990年6月25日施行。
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　（1）　ハンガリー共和国で生活する民族

　　的エスニック的少数者は，人民の権力

　　の構成部分であり，国家の構成要素で

　　ある。

　（2）　ハンガリー共和国は，民族的エス

　　ニック的少数者に対し保護を与える。

　　ハンガリー共和国は，公的生活への共

　　同参加，自らの文化の振興，母語の使

　　用，母語による教育および自らの言語

　　による氏名権を保障する。

　（3）　ハンガリー共和国の法律は，ハン

　　ガリー共和国の領土で生活する民族的

　　エスニック的少数者の代表を保障する。

　（4）　（154）民族的エスニック的少数者は，

　　地方および全国的な自治組織を結社す

　　ることができる。

　（5）　（155）民族的エスニック的少数者の権

　　利に関する法律を定めるには，出席す

　　る国会議員の3分の2の多数による議

　　決を必要とする。

第69条（14。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　　からも，恣意的に，そのハンガリー市

　　民権を剥奪されてはならず，ハンガリ

　　ー市民は，ハンガリー共和国の領土か

　　ら追放されてはならない。

　（2）　ハンガリー市民は，いつでも外国

　　から帰郷することができる。

　（3）　いかなるハンガリー市民も，合法

　　的に外国に滞在している間，ハンガリ

　　ー共和国の保護を受ける権利を有す

　　る。

　（4）　（156〉市民権に関する法律を定めるに

　　は，出席する国会議員の3分の2の多

　　数による議決を必要とする。

第70条

　（1）　（157〉ハンガリー共和国の領土で生活

　　する成年に達したいかなるハンガリー

　市民も，国会および地方自治体ならび

　　に少数者自治組織の選挙に際し選出さ

　　れる権利，さらに，選挙または国民投

　票の日にハンガリー共和国の領土に滞

　在するならば，選挙人となる権利なら

　　びに全国規模または地方規模の国民投

　票および国民発案に参加する権利を有

　　する。

　（2）　〔158）地方自治体議会議員および市長

　　の選挙の選挙権ならびに地方規模の国

　民投票および国民発案に参加する権利

　　は，特別法に基づき，選挙または国民

　投票の日にハンガリー共和国の領土に

　滞在するならば，持続的にハンガリー

　　共和国の領土で移住者として生活し，

　　かつハンガリー市民権を有しない者に

　　も与えられる。

　（3）　（15g）行為能力の制限および排除のた

　　め禁治産宣告を下されている者，また

　　は本人を公務の執行に参加させない確

　定判決を受けている者，さらに，閉鎖

　　的な施設で，確定自由刑または刑事事

　件において確定的に命じられた強制更

　正措置に服する者は，選挙権を有しな

　　い○

　（4）　いかなるハンガリー市民も，公務

　　の執行に参加し，ならびにその適性，

　技能および専門知識に応じて公職に携

（154）

（155）

（156）

（157）

（158〉

（159）

1990年法律63号5条により挿入。1990年9月30日施行。

1990年法律63号5条により番号改正。

1990年法律40号46条により挿入。1990年6月25日施行。

1994年法律61号2条1項により制定。1994年10月7日施行。

1994年法律61号2条2項により制定および番号改正。1994年10月7日施行。

1994年法律61号2条2項により番号改正。
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　わる権利を有する。
第70！A条（、6。》

　（1）　ハンガリー共和国は，ハンガリー

　共和国の領土に滞在するいかなる者に

囲内で，行使されることができる。

（3）⑯罷業権に関する法律を定めるに

は，出席する国会議員の3分の2の多

数による議決を必要とする。

対しても，いかなる差別も行うことな　第701D条〔・6・）

　　く，すなわち人種，体色，性別，言

　語，信仰，政治的または他の意見，民

　族的または社会的出自および資産，出

　生またはその他の理由に基づく差別を

　行うことなく，人権および市民的権利

　を保障する。

　（2）　前項に基づく人に対する不利益な

　いかなる差別も，法律により厳しく処

　罰される。
　（3）

　等を取り除くことを目的とする措置に

　よっても，法的平等の実現に資する。

第70／B条（16。）

　（1）　ハンガリー共和国において，何人

　も，労働する権利および職業を自由に

　選択する権利を有する。

　（2）　何人も，いかなる差別も受けるこ

　となく，等しい労働に対し，等しい賃

　金を受け取る権利を有する。

　（3）　いかなる勤労者も，自らが行った

　労働の量および質に応じる収入を得る

　権利を有する。

　（4）　何人も，休息，余暇および定次有

　給休暇を取る権利を有する。
第701C条（16。）

　（1）　何人も，その経済的または社会的

　利益を保護するために，他人と共同し

　て組織を結社し，またはこの組織に参

　加する権利を有する。

　（2）　罷業権は，これを定める法律の範

（1）　ハンガリー共和国の領土で生活す

る者は，可能な限り最高水準の身体的

および精神的健康に対する権利を有す

　る。

（2）　（162）ハンガリー共和国は，労働保

護，健康管理および医療看護の組織，

規則正しい身体訓練の確保ならびに都

市および自然の環境の保護によって，

　この権利を実現する。

ハンガリー共和国は，機会の不平　第70／E条（16。）

　　　　　　　　　　　　　　（1）　ハンガリー共和国市民は，社会保

　　　　　　　　　　　　　　　障に対する権利，すなわち老齢，疾

　病，傷病，寡婦，孤児および自己の責

　任に基づかない失業に際しては，その

　生計のために必要な扶助を受ける権利

　を有する。

　（2）　ハンガリー共和国は，社会保険お

　よび社会制度システムによって，扶助

　を受ける権利を実現する。
第70／F条（16。）

　（1）　ハンガリー共和国は，市民に対し，

　教育に対する権利を保障する。

　（2）　ハンガリー共和国は，教育の普及

　および一般利用，無償かつ義務の初等

　学校，何人もその能力に応じて利用す

　ることのできる中等教育および高等教

　育ならびに教育を受ける者に対する補

　助金によって，この権利を実現する。
第701G条（16。）

　（1）　ハンガリー共和国は，学術的およ

（160）

（161）

（162）

1989年法律31号34条により挿入。1989年10月23日施行。

1990年法律40号47条1項により挿入。1990年6月25日施行。

1990年法律40号47条2項により制定。1990年6月25日施行。
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　　び芸術的な生活の自由ならびに教育の

　　自由を尊重および支援する。

　（2）　学術的真理の問題に判断を下し，

　研究の学術的価値を確定することは，

　科学者のみの権利である。
第70！H条（16。）

　（1）　祖国防衛は，ハンガリー共和国の

　　あらゆる市民の義務である。

　（2）　市民は，一般兵役義務に基づく武

　装もしくは非武装の軍務または法律の

　定める条件に基づく文民役務を果す。

　（3）　（16，）兵役に関する法律を定めるに

　　は，出席する国会議員の3分の2の多

　　数による議決を必要とする。

第70／1条（16。）

　ハンガリー共和国のいかなる市民も，そ

の収入および資産状況に応じて，公的負担

に貢献する義務を負う。

第70／J条（16。）

　ハンガリー共和国において，両親および

親権者は，その未成年の子に教育を施すよ

うに配慮する義務を負う。

第701K条（16。）

　基本権の侵害により生じた請求または義

務の実現と結びつけられた国家の決定に対

する異議は，裁判所で主張することができ

る。

第13章（88）選挙の基本原則

第71条

　（1）　（164）選挙権を有する市民は，国会議

　　員および地方自治体議会議員，さら

　　に，市長および首都の市長を，普通か

　つ平等な選挙権に基づき，直接かつ秘

　密の投票によって選出する。

　（2）　（164）県議会議員は，直接かつ秘密の

　投票によって，県議会議長を選出す

　　る。

　（3）　国会議員または地方自治体議会議

　員および市長の選挙に関する特別法

　　は，出席する国会議員の3分の2の議

　決によりこれを定める。
第72－73条（13。）

［削除］

第14章（26g）ハンガリー共和国の首都および国家シンボル〔165）

第74条（鮒

　ハンガリー共和国の首都は，ブダペシュ

トである。

第75条（165）

　ハンガリー共和国の国歌は，エルケル・

フェレンツの曲によるケルチェイ・フェレ

ンツの詞『国歌』である。

第76条（166）

　（1）　ハンガリー共和国の国旗は，赤，

　　白および緑の色の等しい幅の3つの水

　平な縞から成る。

　（2）　（1671ハンガリー共和国の紋章は，底

（163）

（164）

（165）

（166）

1990年法律40号48条により挿入。1990年6月25日施行。

1993年法律61号3条により制定。1994年10月7日施行。

1989年法律31号36条により制定。1989年10月23日施行。

1990年法律40号50条により制定。1990年6月25日施行。
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辺の先がとがった区分された盾であ

　る。第1の目は，赤および銀により7

　回区切られる。第2の赤い目におい

　て，三重の緑の丘の頂の金で飾られた

　中央部の上に，銀の二重交差十字架が

　ある。盾の上には，ハンガリーの聖な

　る王冠が載る。

（3）　（168）ハンガリー共和国の紋章および

国旗ならびにその使用に関する法律を

　定めるには，出席する国会議員の3分

　の2の多数による議決を必要とする。

第15章（88）最終規定

第77条

　（1）（、6g）憲法は，ハンガリー共和国の根

　　本法である。

　（2）　（17。）憲法および憲法に従う法規は，

　　等しく，あらゆる社会団体，すべての

　　国家機関および市民に対し拘束力を有

　　する。

　（3）　（13。）［削除］

第78条

　（1）　（171）ハンガリー共和国憲法は，公布

　　日に施行され，政府は憲法の実施に配

　　慮する。

　（2）　（3。）政府は，国会に対し，憲法を実

　　施するために必要な法案を提出する義

　　務を負う。

（167）

（168）

（169）

（170）

（171）

1990年法律44号1条により挿入。1990年7月11日施行。

1990年法律44号1条により番号改正。

1989年法律31号38条1項により改正。

1989年法律31号37条により制定。1989年10月23日施行。

1989年法律31号38条1項および1990年法律40条51条2項により改正。
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ハンガリー共和国憲法［解題］

　標記翻訳資料は，早稲田大学比較法研究所共同研究プロジェクト「旧ソ連・

東欧諸国における体制転換と法」における研究成果の一環としてある。翻訳に

際して，（1）2001年1月31日時点の確定版ハンガリー語テクストを底本として用

い，（2）2000年6月30日確定版英語テクスト，（3）1994年版独語テクスト，（4）1994年

版欧州審議会刊行の東中欧諸国憲法集（英語版）を逐次参照した。

（1）1949．6vi　XX，t6rv6ny，A　Magyar　K6ztarsasag　Alkotmanya　［Lezarva：

　2001，januar31．］

（2）Act　XX　of　l949，The　Constitution　of　the　Repubhc　of　Hungary［Lezarva：

　2000，　j丘nius30．］

（3）Verfassung（1er　Republik　Ungam［http：〃www。oefre．unibe．ch／law／icl／

　huOOm．html］

（4）Council　of　Europe　Publishing，The　Rebirth　of　Democracy：12Constitutions

　of　Central　an（1Eastem　Europe，2nd　E（1ition，1996，Netherlands

　かつて一連の東欧諸革命の端緒をなした1989年10月のハンガリー改正憲法典

は，翌90年春に施行された複数政党制に基づく国会議員選挙で成立した民主フ

ォーラム主導のアンタル連立政権と最大野党となった自由民主連合の間のパク

トにより，半年余の時期に大きな改正を受けた。その象徴的改正部分が「第2

条1項ハンガリー共和国は，独立した民主的な法治国家であり，そこにおいて

は，市民的民主主義と民主主義的社会主義の諸価値が等しく実現される。」の

後段部分の削除であった。即ち前文で言う「複数政党制，議会民主制および，

社会的市場経済を実現する法治国家への平和な政治的移行」期が立脚すべき政

治的，社会的価値の構成要素としては，「民主主義的」性格を有するものとし

ても「社会主義」原理は含意されないとしたことである。（1）

　1990年以降，本訳稿が底本とした2001年1月版までに，計15次にのぼる一部

改正がなされてきた。さらに，その後（a）2001年6月に第19／B条2項：第

40／B条3項（国防評議会，軍の指揮権），また（b）2002年12月に第2／A条改

正等11項目（「最終規定」中にEU加盟に伴う国民投票に関する第79条を追加し

たことを含む，EU加盟に関連した改正・増補）の改正が行われている。（2）
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　憲法改正手続については，第24条3項に規定する通り，「国会議員の三分の

二の多数による議決」で改正可能であることから，この要件を充足する国会内

コンセンサスが得られれば，特にレフェレンダム等を経ることなく憲法改正が

なされ得る。今日までの1989年憲法に対する総計17次にわたる改正は，「平和

な政治的移行」期に固有の具体的諸問題への対応という，すぐれて現実的な性

格を有したものであった。

　その結果1949ニ72年憲法が1989年10月に改正された際に人口に膳衆した，

「変わらなかったのは，首都がBudapestであることだけ」というフレーズは，

89年暫定憲法の12年後の姿形にもそのままあてはまることになった。そのこと

は，憲法前文の言う「平和な政治的移行」というハンガリー型「体制転換」の

特質とも重なるものなのである。89年憲法において，社会体制を実質的に指示

した「ハンガリー人民共和国憲法」が「ハンガリー共和国憲法」と改正され，

その上で「1949年第20号法律　ハンガリー共和国憲法」という法律名称を有し

たことは，文字通りそうした事情を象徴するものと言えよう。

　ただしこの十年余の間，新憲法制定が全く試みられなかったわけではない。

かつて「円卓会議」を通じての「バクト」を基礎として89年憲法改正に際して

主要勢力の位置を占めたハンガリー社会党は、1994年総選挙で政権に返り咲い

た時点で，暫定憲法体制に終止符を打つべく新憲法制定に強い意欲を示してい

る。4年間の社会党＝自由民主連合連立政権下に，国会に憲法委員会が設置さ

れ，そこでの審議をベースにして，司法省による新憲法草案（構想），科学ア

カデミー法学研究所の草案等が公表，検討されたが，結局のところ国会内合意

まで至らず，1998年総選挙において社会党が敗北し再び野党となったことによ

り，新憲法制定プロセスは頓挫したのであった。

　ここでおそらく関連して提起される事柄は，ポーランドと共に「東欧革命」

の筆頭集団を構成したハンガリーが，その他の旧東欧社会主義諸国がそれぞれ

の新憲法を制定したのに対して，依然として1949年憲法改正としての1989年移

行期暫定憲法を，幾多の部分改正の集積のもとに維持し続けていることであろ

う。ポーランドも1997年に至り，ついに新憲法を制定したことを考えると，よ

り一層その感を強めざるを得ない。（3）

　こうした現行憲法一部改正の集積を通じての憲法体制の実質的転換に関連し

て，以下の三つの論点が顧慮されるべきであろう。その第一は，ハンガリー法

史に固有の特徴であるとされる所謂Lawful　Revolutionの観念である。その特

質は，社会革命，政治革命に際して，憲法制定権力の発動を基礎とした何らか
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のかたちでの「新憲法」の創造によることなく，従来からの憲法秩序，即ち

「歴史的憲法」Historical　Constitutionに合致する方法・手続に従って，国制に

かかわる基本的諸法律の制定を挺子として新憲法体制を創出・形成することに

ある。その顕著な歴史的事例としては，1848年独立革命に際しての四月基本法

体制，1918年秋バラ革命における大統領制，1946年反ファシズム民主革命にお

ける国家基本法体制（2月基本法）をあげることができよう。1989年10月の

「法治国家への平和な政治的移行」を目的とした暫定憲法体制が、1949年憲法

（1972年に「56年事件」に最終的にピリオドを打ち，ハンガリー型社会主義へ

の本格的移行を宣明する大改正が行われている）の憲法改正手続に則って創出

されたことも，この憲法伝統に即して理解され得る。（、）

　その第二の論点としては，そのような憲法伝統について，1222年「黄金律」

Golden　Bull以降における不文憲法主義の観点から，ハンガリーの歴史的法文

化の在り様として認識することである。この見地からするならば，1919年6月

のタナーチTanacs（評議会）憲法（1917年ロシア十月革命とその帰結であり，

かつ社会主義への移行を目的とした1918年ソビエト・ロシァ憲法を基本範型と

する初期ソビエト憲法群を構成する），そして1949年8月の人民民主主義憲法

（1936年ソ連憲法を基本モデルとし，ヨーロッパで最初にプロレタリア独裁を

宣言したとされる）は，ハンガリー法文化，その憲法伝統からの転換，あるい

は逸脱として認識されることになる。かかる脈絡においては，1989年暫定憲法

は，“Lawful　Revolution”に親和的であると同時に，“Historical　Constitution”

の法文化においては異和的であるということになる。（・）

　最後に第三の論点としてあげておかねばならないことは、1989年暫定憲法体

制の構成環として新設された憲法裁判所の90年代における営為が，幾多の政治

的支持・批判の交錯のなかで、その判決等を通じて「憲法創造活動」としての

顕著な機能を果たしてきたことである。政治的民主化と市場経済化を双軸とす

る「体制転換」の過程にあって，憲法の基本的原理（価値）の措定と規範解釈

について，一般司法制度との連携のなかで，具体的事案の憲法判断を通じて

「日常的」に集積するその営為は，1989年暫定憲法を育成する役割を果たした

ものと評されるべきであろう。（6）

（1）1989年10月のハンガリー憲法改正については，『法律時報』第62巻3号所収の拙

稿「ハンガリーの憲法改正（1989年）一平和的・民主的過渡期の憲法」及び邦訳資

料（平泉公雄訳），拙著『東欧革命の肖像』（法律文化社，1993年）を参照されたい。

（2）Magyar　K6zl6ny2001／75．szam，Magyar　K6zl6ny2002／161szamにそれぞれ所
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収されている。全体の作業経緯との関係，さらにEU加盟という新たな事態との関連

もあり，別稿に委ねることとした。

（3）東欧革命の最初期サイクルを構成したポーランドでは，1997年に新憲法採択に至

っている。同憲法については，小森田秋夫氏の訳・解説が阿部・畑編『世界の憲法集

［第2版］（有信堂・1998年）に収録されている。

（4）B61a　K．Kiraly編によるLawful　Revolution　in　Hungary，1989－94（Columbia

University　Press，1995）を参照のこと。

（5）Zoltan　P6teri，Constitution－Making　in　Hungary，Acta　Juridica　Hungarica，

Vol．36．Nos3－4．19g4を参照。

（6）ハンガリーの憲法裁判制度について，早川弘道「ハンガリーにおける憲法裁判制

度の成立」（『法律時報』第69巻3号所収），また最新の注目すべき労作として，Kis

Jan帆Alkotmanyos　demokracia，INDOK：，Budapest，2000を参照されたい。なおキ

シュによる本著は，今春CEU　Pressから英訳増補版（J．Kis，Constitutional

Democracy）が刊行されている。

※

　本訳稿の基礎となった2001年ハンガリー語版テクスト及び2000年英語版テク

ストは，Adam　Antal教授（前ハンガリー憲法裁判所裁判官，現ペーチ大学教

授）より一昨年夏に御送付いただいた資料である。また本訳業にあたって，ハ

ンガリー科学アカデミー法学研究所のLamm　Vanda所長，P6teri　Zoltan博士，

Bragyova　Andras博士，パーズマニイ・ペーテルニカトリック大学法学研究所

所長のVarga　Csaba教授から御教示を得た。さらに初校の時点で，テレキ・ラ

ースロー研究所（旧科学アカデミー外交研究所）研究員Gergely　Attila博士に

は，ハンガリー語からの和訳に伴う問題に関連して，全体にわたりお目通しの

うえ，御助言をいただいた。以上記して，厚く謝意を表する次第である。

　本資料は，比較法研究所のプロジェクト研究の一部として，早稲田大学法学

研究科在学の標記各位が参加した東欧比較憲法研究会における共同研究の成果

である。前稿の1993年チェコ共和国憲法邦訳（『比較法学』第36巻1号）と併

せて，御批評を得られれば幸いである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（早川　弘道）


